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中部地方整備局 

（参考）令和５年 11 月 申請時の注意事項 正誤表 
  

No 
修正

内容 

修正前 修正後 

頁 ２３１０３１－０２版 頁 ２３１０３１－０３版 

1 
様式 

修正 
17 

 

17 

 



No 
修正

内容 

修正前 修正後 

頁 ２３１０３１－０２版 頁 ２３１０３１－０３版 

2 追記 18 

①   企業能力評価型においては、特例監理技術者の配置が可能な工

事の場合に配置予定の有無を記載する 

18 

①   企業能力評価型においては、特例監理技術者の配置が可能な工

事の場合に配置予定の有無を記載する 

②   複数の工事を－の工事とみなした監理技術者の配置の予定がある

場合に限り、申請時における工事の従事状況の記載をする。その

ほかの場合は、記載不要とする。 

3 
誤記 

修正 
19 

 

19 

 



No 
修正

内容 

修正前 修正後 

頁 ２３１０３１－０２版 頁 ２３１０３１－０３版 

4 
様式 

修正 
27 

 

27 

 



No 
修正

内容 

修正前 修正後 

頁 ２３１０３１－０２版 頁 ２３１０３１－０３版 

5 
様式 

修正 
30 

 

30 

 



No 
修正

内容 

修正前 修正後 

頁 ２３１０３１－０２版 頁 ２３１０３１－０３版 

6 
様式 

修正 
43 

 

43 

 

7 
様式 

修正 
43 

①   評価の対象となる表明期間（事業年度又は暦年のいずれかを選

択）は、必ず入札説明書に記載の評価基準を確認。 

 

②   「表明いたします」を選択する場合 

本様式を表明書とする。 

従業員代表・給与又は経理担当者の押印が必要。 

「従業員と合意したことを表明いたします」を選択する場合 

別途表明書を添付。 

従業員代表・給与又は経理担当者の押印は別途表明書に有れば

良い。 

③   代表者が表明した日 

④   代表者から①の表明を受けた日 

※表明書では、③の日付以降（同日可）となること。 

⑤   従業員代表・経理担当者が確認した日 

43 

①   評価の対象となる表明期間（事業年度又は暦年のいずれかを選

択）は、必ず入札説明書に記載の評価基準を確認。事業年度と暦

年により、様式が異なるため、注意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

②   代表者が表明した日 

③   代表者から①の表明を受けた日 

※表明書では、②の日付以降（同日可）となること。 

④   従業員代表・経理担当者が確認した日 



No 
修正

内容 

修正前 修正後 

頁 ２３１０３１－０２版 頁 ２３１０３１－０３版 

     ※表明書では、④の日付以降（同日可）となること。 

⑥   「□□□」は、口頭や書面等の表明方法を記載。 

例：社内説明会、朝礼、社内連絡、労使協定締結、表明書等の提示 

⑦   様式 38－２の中小企業等で申請した場合は直近の事業年度の「法

人税申告書別表１」を必ず提出。 

     左記のア）もしくはイ）のいずれかに該当した場合は「中小企業等」

として認める。 

※その他詳細は入札説明書 7.(3)【S 型 WTO 段階選抜は 7.(7)】、9.(3)、別

紙２、３を参照すること。 

※表明書に係る提出書類が未提出の場合や、本様式もしくは別途添付す

る表明書に記載する従業員代表、給与又は経理担当者の押印が

ない場合は加点評価はしない。 

     ※表明書では、③の日付以降（同日可）となること。 

⑤   「□□□」は、口頭や書面等の表明方法を記載。 

例：社内説明会、朝礼、社内連絡、労使協定締結、表明書等の提示 

⑥   様式 38－２の中小企業等で申請した場合は直近の事業年度の「法

人税申告書別表１」を必ず提出。 

     左記のア）もしくはイ）のいずれかに該当した場合は「中小企業等」

として認める。 

※その他詳細は入札説明書 7.(3)【S 型 WTO 段階選抜は 7.(7)】、9.(3)、別

紙２、３を参照すること。 

※表明書に係る提出書類が未提出の場合や、本様式もしくは別途添付す

る表明書に記載する従業員代表、給与又は経理担当者の押印が

ない場合は加点評価はしない。 

8 
誤記 

修正 
50 

• 元請として実施する内容を具体的に記載。 

• 提出がない場合は競争参加資格を与えない。 

  （WTO 段階選抜の場合は、施工体制点を付与しない） 

• 企業能力評価型の場合はその時点の予定者を記載する。 

  当該技術者を拘束するものではない。 

• 「本工事での役職」欄に記載する役職とは、配置予定技術者の技術

者区分 

 （主任技術者、監理技術者、特例監理技術者）のいずれかを記載。 

• 記入者と役職は様式１１と同一とし、異なる場合は評価しない。 

企業能力評価型は役職欄は空欄で可 

50 

• 元請として実施する内容を具体的に記載。 

• 提出がない場合は競争参加資格を与えない。 

  （WTO 段階選抜の場合は、施工体制点を付与しない） 

• 企業能力評価型の場合はその時点の予定者を記載する。 

  当該技術者を拘束するものではない。 

• 「本工事での役職」欄に記載する役職とは、配置予定技術者の技術

者区分 

 （主任技術者、監理技術者、特例監理技術者）のいずれかを記載。 

• 記入者と役職は様式 5 と同一とし、異なる場合は評価しない。 

企業能力評価型は役職欄は空欄で可 
  

 


